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１ 前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項 該当なし

（２）監査意見 該当なし

（３）決算審査意見 該当なし

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況

該当なし

３ 組織及び業務調べ

課 名 係 (担 当 )名 課 の 主 な 所 掌 事 務

任用課

・ 任用及び服務制度に関すること。

・ 職員採用試験に関すること。

・ 職階制に関すること。

・ 職員の分限及び懲戒に関すること。

・ 勤務条件に関する措置の要求の審査に関すること。

・ 不利益処分に係る不服申立ての審査に関すること。

・ 職員からの苦情の処理に関すること。

・ 公平委員会事務の受託事務に関すること。

・ 退職手当の支給制限等の処分に係る調査審議に関すること。

・ 事務局の人事、予算、決算、経理に関すること。
人事委員会事務局

給与課

・ 給与制度に関すること。

・ 給与の支払監理に関すること。

・ 給与に関する報告並びに勧告及び意見に関すること。

・ 職員給与及び民間給与の実態調査に関すること。

・ 旅費に関すること。

・ 職員の勤務時間及び休暇に関すること。

・ 職員団体に関すること。

・ 労働基準監督機関の職権の行使に関すること。

４ 職員の定員、現員調べ

事務職員 技術職員 現業職員 計種 別
区 分 23.4.1

現 在
22.4.1
現 在

23.4.1
現 在

22.4.1
現 在

23.4.1
現 在

22.4.1
現 在

23.4.1
現 在

22.4.1
現 在

備 考

定 員 １２ １２ ０ ０ ０ ０ １２ １２

現 員
（１）

１３
１２ ０ ０ ０ ０

（１）

１３
１２

・左のほか併任職員２名あ

り（ボイラー検査等）

・産休職員１名

過不足(△) ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

臨 時 職 員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

非常勤職員 １ １ ０ ０ ０ ０ １ １ 事務
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５ 役付職員の調べ

（平成２３年９月１日現在）

職 名 氏 名 在 職 期 間 備 考

事務局長 西山 秀雄

年

２

月

５

次長 加賀田 啓 ２ ５

任用課長 山添 久 ０ ５

給与課長 稲田 将 ２ ５

６ 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

採用試験等

決算額

99,526千円

（事務局費。一

般管理費含む。）

ア 目的及び事業の実施状況

（ア）目的

職務遂行能力の高い職員を採用する。

（イ）事業の実施状況

地方公務員法の規定に基づき、職員の採用に係る競争試験及び選考を行った。

（詳細は、８事業別実施状況調べ（２）事務局費ア職員採用試験の実施を参照）

イ 平成２２年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

・ 技術系職種の人物試験を、より精度の高いものとするため、専門口述も加え

て実施した。

・ 警察職員の退職者が多く、受験者を確保するために、警察官採用試験の年

齢要件を緩和した（３０歳→３３歳）。

・ 採用試験の情報を広く周知するために、就職情報サイトによる情報発信を

行った。

ウ 成果

平成２２年度の採用試験（警察、大学卒業程度）の申込者が増加した。

年 度 ２０ ２１ ２２

警察官Ａ
（２５７）

４０１名

（２０５）

２９８名
２７６名

警察官Ｂ １３１名 １５０名 ２０８名

大卒程度 ６３８名 ７６８名 ９０４名

（注）平成２０、２１年度の警察官Ａの採用試験は２回実施。

（ ）内は１回目の申込者で内書き。

エ 課題

・ 受験者確保対策の効率を上げるには、受験者の状況に応じて広報活動を重

点化することが有用であり、２２年度から、受験者層に利用が浸透している

インターネットの就職情報サイトの利用なども行っているが、引き続き、広

報の効果を高めるための検討、見直しを行っていく必要がある。

・ 採用試験については、任命権者との連携を図りながら、採用時に県職員と

して求める能力を備えているか見極める方法などについても点検し、見直し

を行っていく必要がある。
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事 業 名 概 要

給与勧告
ア 目的及び事業の実施状況

（ア）目的

県職員の給与等を社会一般の情勢に適応させる。

（イ）事業の実施状況

･ 地方公務員法の規定に基づき、給与等に関する勧告・報告を行った。

・ また、通常の勧告とは別に、研究職給料表の職位と職務の級の位置付けを

明確にし、一職位一級に整理等するため、同給料表の見直しに関する勧告・

報告を臨時に行った。

勧告日：平成２２年１０月１日及び平成２３年２月２日

（詳細は、「８事業別実施状況」を参照）

・ 給与水準の設定に当たっては、地域民間の実態をより適切に反映させるこ

とを心がけた。

・ 説明責任を一層果たすため、引き続き勧告日の早期化を図った。

イ 平成２２年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

・ 行政職２級（主事級）相当と３級（係長級）相当及び行政職５級（課長補

佐級）相当と６級（課長級）相当で、昇任・昇格に伴う給与額の引上げが十

分に行われない構造となっている現行の給料表構造の是正に向けて、職務の

級ごとの公民比較結果で公務の管理職層が民間と比べると相対的に高い給与

額が算定される問題について、その大きな原因と思われる県内民間事業所の

役付手当の支給状況等を本県独自に付帯調査し、給与等に関する勧告・報告

の中で、その結果の分析を行った。

ウ 成 果

・ 平成２２年１１月議会で、勧告内容どおりに条例改正がなされ、職員の給

与を社会一般の情勢に適応させることができた。

・ また、平成２０年の給与勧告・報告以来の懸案であった研究職給料表の見

直しについて、平成２３年２月に臨時に勧告・報告を行い、同年２月議会に

おいて勧告内容どおりに条例改正がなされ、同給料表を一職位一級に整理す

ることで職位と職務の級の位置付けを明確にするなど適正な給料表とするこ

とができた。

エ 課 題

・ 平成２０年以来の給与勧告・報告において指摘した教員給料表の一本化の

見直しについて、今年度の勧告に向けて引き続き実施に当たっての課題を任

命権者等と整理・検討する必要がある。

・ 現行給料表の構造是正に向けて、今年度の勧告に当たっては、地域民間の

実態を適切に反映させつつ、どのように整合・是正を図っていくのか引き続

き検討を要する。

・ 労使双方から、公民給与比較における現行の役職対応関係の見直しを要請

されており、納税者である県民の理解・納得性の観点から、現行の役職対応

関係の見直しについて、今後も引き続き労使と協議・検討を行うと共に、当

委員会として慎重に判断する必要がある。

・ 公的年金の支給開始年齢の引き上げに伴い、国の定年制度の見直しの動向

を注視しながら、本県における高齢期の雇用や給与水準（体系）の問題につ

いて検討を要する。

・ 公務員の労働協約締結権の付与、それに伴う勧告制度の廃止等が予定され

ており、注視しておく必要がある。
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７ 決算調書

（総括表）

（単位：円）

予 算 現 額 支出済額の内訳
区

分

科 目 当初予算額 補正予算額 継続費及び

繰越事業費

繰 越 額

予 備 費

支出及び

流用増減

計

Ａ

支出済額

Ｂ

本 庁 出納機関
翌 年 度

繰 越 額

Ｃ

差引増減額

Ａ-Ｂ-Ｃ

備 考

一般管理費 0 0 0 1,294,000 1,294,000 1,293,209 1,293,209 0 0 791

委員会費 8,036,000 0 0 8,036,000 6,720,129 6,720,129 0 0 1,315,871

事務局費 103,138,000 △1,009,000 0 0 102,129,000 98,232,442 98,232,442 0 0 3,896,558

歳

出

合 計 111,174,000 △1,009,000 0 1,294,000 111,459,000 106,245,780 106,245,780 0 0 5,213,220

公平委員会事務

受託事業収入 1,638,000 0 0 0 1,638,000 557,428 557,428 0 0 1,080,572

雑 入 9,000 0 0 0 9,000 7,983 7,983 0 0 1,017

小 計 1,647,000 0 0 0 1,647,000 565,411 565,411 0 0 1,081,589

一般県費

充 当
109,527,000 △1,009,000 0 1,294,000 109,812,000 105,680,369 105,680,369 0 0 4,131,631

同

上

財

源

内

訳

合 計 111,174,000 △1,009,000 0 1,294,000 111,459,000 106,245,780 106,245,780 0 0 5,213,220
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８ 事業別実施状況調べ

（１） 一般管理費

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果

一 般 管 理 費 1,294,000 1,293,209 0 791

鳥取県職員採用試験（民間企業等

経験者対象試験）。

成果は（３）事務局費のとおり。

合 計 1,294,000 1,293,209 0 791

（２）委員会費

（単位：円）

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果

委 員 会 費 8,036,000 6,720,129 0 1,315,871 下記ア～オのとおり

合 計 8,036,000 6,720,129 0 1,315,871

ア 人事委員会の開催

２６回

「鳥取県職員採用試験の実施について」、「職員の給与に関する報告及び勧告並びに人事管理に関する報

告について」等の審議（議決件数 ８０件）

イ 規則の制定及び改正

２３件

「公平委員会の事務を鳥取県に委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正

する規則」、「管理職手当に関する規則の一部を改正する規則」等

ウ 県議会からの条例の制定・改廃についての意見の聴取に対する回答

７件

「職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正について」、「鳥取県公益的法人等

への職員の派遣等に関する条例の一部改正について」、「職員の給与に関する条例等の一部改正について」、

「職員の育児休業等に関する条例の一部改正について」、「鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関す

る条例の一部改正について」、「職員の給与に関する条例の一部改正について」、「職員の特殊勤務手当

に関する条例の一部改正」に対する回答

エ 不利益処分に関する不服申立ての判定

０件
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オ 勤務条件に関する措置要求の判定

０件

（３）事務局費

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果

事 務 局 費 102,129,000 98,232,442 0 3,896,558 下記ア～ケのとおり

合 計 102,129,000 98,232,442 0 3,896,558

ア 職員採用試験の実施

（Ａ）日程

試 験 の 種 類 受 付 期 間 第一次試験 第 二 次 試 験 採用候補者発表

県職員（大学卒業程度） 5月14日～5月31日 6月27日
7月26日～8月9日

（ただし土日は除く）
8月19日

県職員（民間企業等経験

者対象）
7月5日～7月22日 8月8日 9月12日 9月17日

県職員（高校卒業程度、

短大卒業程度）
8月6日～8月23日 9月26日

10月20日～10月22日

11月8日（※）

11月10日

11月30日

県職員（身体障がい者対

象・高校卒業程度）
8月6日～8月23日 9月19日 10月19日 11月10日

県職員採用試験（大学卒

業程度・保健師（警察職

員））

8月6日～8月23日 9月19日 10月29日（※） 11月30日

警察官（警察官Ａ） 4月1日～4月20日 5月9日 6月7日～6月9日（※） 7月2日

警察官（警察官Ｂ） 8月6日～8月23日 9月19日
11月1日～11月8日

（※）
11月30日

※ 警察職員に係る採用試験の第二次試験については、警察本部に委任して実施。
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（Ｂ）実施結果

ａ．県職員採用試験（大学卒業程度）

職 種
採用予

定者数

申込者数

（人）

受験者数

(人)

採用候補者数

（人）

競争率

(倍)

採用者数

（人）

男 女 計 男 女 計 男 女 計

事務
（一般コース） 18名程度 366 208 574 251 142 393 20 11 31 12.6 29

事務
（環境コース） 1名程度 13 5 18 6 4 10 0 0 0 ― 0

総合化学
（一般コース） 2名程度 38 15 53 32 11 43 2 1 3 14.3 3

総合化学
(食品化学ｺｰｽ) 3名程度 4 6 10 3 6 9 1 2 3 3.0 3

農業 7名程度 38 21 59 22 16 38 5 5 10 3.8 9

林業 2名程度 9 6 15 6 5 11 1 2 3 3.7 3

水産 1名程度 14 1 15 11 1 12 1 1 2 6.0 2

土木 17名程度 73 10 83 58 7 65 13 4 17 3.8 15

社会福祉
（福祉コース） 3名程度 19 25 44 15 22 37 2 1 3 12.3 3

社会福祉
（心理コース） 2名程度 1 14 15 1 12 13 1 3 4 3.3 4

獣医師 8名程度 3 7 10 3 7 10 1 6 7 1.4 5

薬剤師 3名程度 4 4 8 4 3 7 0 3 3 2.3 3

計 67名程度 582 322 904 412 236 648 47 39 86 7.5 79
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ｂ．県職員採用試験（民間企業等経験者対象）

職 種 採用予

定者数

申込者数

（人）

受験者数

(人)

採用候補者数

（人）

競争率

(倍)

採用者数

（人）

男 女 計 男 女 計 男 女 計

事務

（一般） 3名程度 154 55 209 104 41 145 5 0 5 29.0 3

事務

（経済交流） 1名程度 8 1 9 7 1 8 1 0 1 8.0 1

建築
1名程度 11 0 11 7 0 7 2 0 2 3.5 2

土木
3名程度 42 0 42 31 0 31 4 0 4 7.8 3

計 8名程度 215 56 271 149 42 191 12 0 12 15.9 9

ｃ．県職員採用試験（短大卒業程度）

職 種 採用予

定者数

申込者数

（人）

受験者数

(人)

採用候補者数

（人）

競争率

(倍)

採用者数

（人）

男 女 計 男 女 計 男 女 計

保育士 5名程度 15 43 58 13 36 49 0 7 7 7.0 6

計 5名程度 15 43 58 13 36 49 0 7 7 7.0 6

ｄ．県職員採用試験（高校卒業程度）

職 種 採用予

定者数

申込者数

（人）

受験者数

(人)

採用候補者数

（人）

競争率

(倍)

採用者数

（人）

男 女 計 男 女 計 男 女 計

一般事務 5名程度 42 45 87 38 42 80 6 4 10 8.0 9

警察事務 5名程度 69 69 138 55 53 108 2 7 9 12.0 6

身体障がい者対象

一般事務 2名程度 8 3 11 8 3 11 2 0 2 5.5 2

12名程度 119 117 236 101 98 199 10 11 21 9.5 17
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ｅ．県職員採用試験（大学卒業程度・保健師（警察職員））

職 種 採用予

定者数

申込者数

（人）

受験者数

(人)

採用候補者数

（人）

競争率

(倍)

採用者数

（人）

男 女 計 男 女 計 男 女 計

保健師

（警察職員） 1名程度 0 15 15 0 12 12 0 1 1 12.0 1

計 1名程度 0 15 15 0 12 12 0 1 1 12.0 1

ｆ．警察官採用試験（警察官Ａ）

職 種 採用予定者数 申込者数

（人）

受験者数

(人)

採用候補者数

（人）

競争率

(倍)

採用者数

（人）

男性 44名程度 222 194 50 3.9 42

女性 4名程度 52 43 7 6.1 4

男性
（武道/柔道） 1名程度 1 1 0 － 0

男性
（武道/剣道） 1名程度 1 1 1 1 1

計 50名程度 276 239 58 4.1 47

ｇ．警察官採用試験（警察官Ｂ）

職 種 採用予定者数 申込者数

（人）

受験者数

(人)

採用候補者数

（人）

競争率

(倍)

採用者数

（人）

男性 29名程度 186 169 34 5.0 33

女性 2名程度 22 18 4 4.5 4

計 31名程度 208 187 38 4.9 37
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イ 職員の給与等に関する勧告

（Ａ）勧告日 平成２２年１０月１日

（Ｂ）職員の給与改定等について

ａ．給料表及び諸手当 据置き

ｂ．特別給（ボーナス） 期末手当を引上げ。(０．０４月分)

（Ｃ）改定の実施時期 平成２２年１２月１日

ウ 職員の給与（研究職給料表の見直し）に関する勧告

（Ａ）勧告日 平成２３年２月２日

（Ｂ）勧告内容

・研究職給料表の級別標準職務表は、職位と職務の級の位置付けを明確にするため、一職位一級として整

理し、改定すること。

・研究職給料表は、国の研究職俸給表を基本としつつ、原則として行政職給料表との均衡等を考慮した給

与水準となるように改定すること。

（Ｃ）改定の実施時期 平成２３年４月１日

エ 不利益処分に関する不服申立て（県分）

（Ａ）継続事案 ０件

（Ｂ）新規事案 １件

オ 勤務条件に関する措置要求（県分）

（Ａ）継続事案 ０件

（Ｂ）新規事案 ０件

カ 職員からの苦情処理（県分）

（Ａ）継続事案 ０件

（Ｂ）新規事案 ３件

（Ｃ）処理事案 １件

キ 職員団体の登録

（Ａ）登録団体の数

３団体

（Ｂ）登録処理件数

区 分 件数

新規登録 －

役員変更 ３件変更登録

規約変更 －

合 計 ３件
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ク 労働基準監督の取扱状況

項 目 処理件数

時間外労働・休日労働に関する協定（36協定）届等の受理 ４７件

解雇予告の除外認定 ２件

宿直又は日直勤務許可 ２件

貯蓄金管理に関する届の受理 ―

総括安全衛生管理者等選任報告の受理 ３１件

労働者死傷病報告の受理 ９件

ボイラー設置届の受理 ―

落成検査 ―

変更検査 ―

使用再開検査 ―

検査証の名義書換 ―

使用廃止（検査証の返還） ―

取扱作業主任者選任報告の受理 ―

小型ボイラー設置報告の受理 １件

第一種圧力容器設置届の受理 ―

落成検査 ―

使用再開検査 ―

使用廃止（検査証の返還） ―

アセチレン溶接装置設置届の受理 ―

クレーン設置報告の受理 ６件

プレス機械設置報告の受理 ―

有機溶剤設備設置届の受理 ―

有機溶剤中毒予防規則一部適用除外認定 ２件

局所排気装置設備等特例許可 ―

放射線装置等設置届の受理 ―

一般健康診断結果報告（定期、特定業務従事者）の受理 ４５件

特別健康診断結果報告（電離放射線、有機溶剤業務等）の受理 ４６件

合 計 １９１件

※ボイラー及び第一種圧力容器の各検査は、昭和51年度以降（社）日本ボイラ協会に

委託して実施している。

ケ 町村等の公平委員会の事務の受託

（Ａ）受託事務の内容

県内の町村、一部事務組合及び広域連合の次の事務を受託している（地方公務員法第８条 第２項。）

・勤務条件に関する措置の要求の審査

・不利益処分に関する不服申立ての審査

・職員からの苦情処理

・職員団体の登録

・管理職員等の範囲の指定

・学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の審査
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（Ｂ）受託団体数

区 分 団 体 数

町村 １５

一部事務組合 １０

広域連合 ３

計 ２８

（Ｃ）勤務条件に関する措置要求

ａ．継続事案 ０件

ｂ．新規事案 ０件

（Ｄ）不利益処分に関する不服申し立て

ａ．継続事案 ５件

ｂ．新規事案 ３件

ｃ．処理事案 ０件

（Ｅ）職員からの苦情処理

ａ．継続事案 ０件

ｂ．新規事案 ０件

ｃ．処理事案 ０件

（Ｆ）職員団体の登録

ａ．登録団体の数 １８団体

ｂ．登録処理件数

区 分 件 数

新規登録 ―

役員変更 ８件変更登録

規約変更 ―

解散届 ―

合 計 ８件

９ 予備費の充用調べ 該当なし

10 繰越関係調べ 該当なし

11 収入証紙取扱額調べ 該当なし

12 収入事務処理状況調べ

（１）分担金及び負担金 該当なし

（２）使用料 該当なし

（３）手数料 該当なし

（４）財産収入 該当なし

（５）寄付金 該当なし

（６）現金の取扱状況 該当なし
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（７）諸収入

（単位：円）

収 入 科 目

目 節 細 節
件 数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考

29 557,428 557,428 0 0 地方公務員法公平委員会事務

受託事業収入

公 平 委 員 会

事 務 受 託 事

業収入 計（節） 29 557,428 557,428 0 0

本庁執行分計（目） 29 557,428 557,428 0 0

出納機関執行分計（目）

目 計 557,428 557,428 0 0

雑 入 雑 入
非常勤職員雇用保険

料（本人負担分） 1 7,983 7,983 0 0

本庁執行分計（目） 1 7,983 7,983

出納機関執行分計（目） 0 0

目 計 7,983 7,983 0 0

合 計 565,411 565,411 0 0

13 税外収入未済額調べ 該当なし

14 未収金回収促進のための取り組み状況調べ 該当なし

15 税外収入不納欠損額調べ 該当なし
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16 債務負担行為の状況調べ

設定状況 執行（支出）状況

債 務 負 担 行 為 の 期 間

事業名 種別

議 決 期 間 限 度 額

当該事業の

契約額等 設定年度の

執行額 Ａ 21年度までの

執行額

22年度

執行額

23年度以降の

執行予定額

計

Ｂ

合 計

Ａ＋Ｂ

備考

職 員 採 用 試

験 シ ス テ ム

機器

借上 料 H22.3 H23～

H27

3,532,000

円

2,916,900円 437,535円 0円 0円 2,479,365 円 2,479,365円 2,916,900円

合 計 3,532,000

円

2,916,900円 437,535円 0円 0円 2,479,365円 2,479,365円 2,916,900円
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17 負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

（１）負担金

（単位：円）

予算科目

（目）

予算額 区分 負担金の名称 支 出 先 負担率 支出年月日 支 出 金 額 支出の根拠法令

名等(規約、要領

等を含む)

備 考

委員会費 165,000 単県
全国人事委員会連合会

分担金

全国人事委員会

連合会
‐ H22.7.16 120,000

全国人事委員会連合会

規約

支出額が10万円

未満のもの
20,000

本庁執行分計 140,000

出納機関執行分計 0

目 計 140,000

事務局費 1,758,000 単県
日本人事試験研究セン

ター賛助会費

(財)日本人事試

験研究センター
‐ H22.4.20 1,700,000

支出額が10万円

未満のもの
41,320

本庁執行分計 1,741,320

出納機関執行分計 0

目 計 1,741,320

合 計 1,923,000 1,881,320

（２）補助金 該当なし

(2-2)補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし

（３）交付金 該当なし
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（４）委託料

（単位：円）

当 初 契 約 支 出 の 状 況

予定価格 (契 約 年 月 日)

契 約 額

契 約

期 間

完 了

年 月 日

変 更 契 約 （ 最 終 )

入札等

年月日

(契約保証金納

付等年月日)

予 算 科 目

（目）
国補

単県

の別

委託料の名称 委託契約の

相手方

(契 約 年 月 日)

契 約 額

契 約

期 間

契約形態
履行検査

年 月 日

支出

区分

支 出

年月日 金 額

備 考

415,000
（H22.7.5）

411,900

H22.7.6～

H22.7.7

（H22.7.2）

（免除）
H22.7.7

事務局費
単

県

採 用 面 接 ス キ

ル 向 上 研 修 委

託料

（社）日本経

営協会
随 H21.7.10

精 H22.8.6 411,900

1,602,930
（H22.4.1）

1,602,930

H22.4.1～

H23.3.31

（H22.3.30）

（免除）
H23.3.31

事務局費
単

県

鳥 取 県 職 員 採

用 試 験 業 務 等

委託料

（株）鳥取県

情報センター
随 H23.3.31

精 H23.4.18 1,602,930

④秘密事項であり、

情報センターがシ

ステムを熟知して

いるため。

398,000
（H22.5.25）

397,320

H22.5.25～

H22.10.8

（H22.5.24）

（免除）
H22.10.8

事務局費
単

県
人事給与統計事

務

（株）鳥取県

情報センター 随 H22.10.8

精 H22.11.9 397,320

予定価格が20万

円未満のもの
14,485

本庁執行分計 2,426,635

出納機関執行分 0

目 計 2,426,635

合 計 2,426,635

(4-2) 委託料（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし

18 工事請負費調べ 該当なし
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18-2 工事請負費調べ（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし
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19 財産に関する調べ

（１）公有財産 該当なし

（２）金券類の受払状況

ア 金券の受払状況

(平成２３年３月３１日現在）

本 年 度 中

種 別 前年度末
購 入 額使 用 額

本年度末 備 考

郵便切手

円

5,620

円

9,930

円

14,590

円

960

図書カード 0 150,000 147,000 3,000

合 計 5,620 159,930 161,590 3,960

イ タクシーチケットの受払状況

（平成２３年３月３１日現在）

本 年 度 中前年度末未使用枚数

購 入 枚 数 使用枚数及び金額

本年度末未使用枚数

0枚93枚 0枚

0円

93枚

（３）基 金 該当なし

（４）債 権 該当なし

20 財産の貸付け及び使用許可調べ 該当なし

21 借受不動産明細調べ 該当なし

22 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ 該当なし

23 自動車（二輪を除く）の管理状況調べ 該当なし

24 寄附物件の受納状況調べ 該当なし

25 備品の処分状況調べ 該当なし

26 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 該当なし

27 貸付金等状況調べ 該当なし

28 意見、要望等

（１）業務に関する意見・要望等 特になし

（２）監査委員事務局に対する意見・要望等 特になし




